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Ⅰ　は じ め に
2002 年から従前の収益認識の基準を新しくす
るため，収益認識プロジェクトが発足し，2014年
5 月に，国際会計基準審議会（IASB）が，米国
財務会計基準審議会（FASB）とともに収益認識
の基準を開発し，国際財務報告基準（IFRS）第
15号　Revenue from Contracts with Customers 
（『顧客との契約から生じる収益』以下，IFRS第
15 号という）を公表したところである．IFRS第
15号は，2018年 1 月 1 日以後開始する事業年度に
発効することになった．
これまで，収益である売上高は，財務諸表のトッ
プラインであり，最も重要であるといわれる1）に
もかかわらず，これに関して，包括的で十分整合
的な会計基準は存在しなかった．この IFRS第15
号の開発に当たり，IASBとFASBの両審議会は，
「収益は財務諸表利用者にとって非常に重要な数
字であることから，両審議会は，IFRSと US 
GAAPで収益に関する共通の基準が，高品質のグ
ローバルな会計基準の単一セットという目標の達
成に向けての重要な一歩だと考えた」（IASB
［2014］BC15）と主張する．つまり，IFRS第15
号は，これからの会計基準設定における一里塚で
あり，特定の指向性をみることができるのであ
る．
その指向性の 1つの具体的なものとして資産負
債アプローチによる収益認識の設定を挙げること
ができる．本来収益の概念は，資産の増加や負債
の減少との表裏の関係であり，当該アプローチの
観点からは従属的なものとなる．しかし，概念フ
レームワークとの整合性の観点から，従来の収益
認識のあり方，すなわち収益費用アプローチを否
定することが，基準設定の経緯の 1つであるから
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である．一方で，こうして開発された IFRS第15
号は，概念変更を問題としての開発であったにも
かかわらず，従前の基準と概念上相違がないとの
見解が存在する．そこで問題となるのは，IFRS第
15号は，従前の収益認識と異なるものとして，ゆ
えに実質的にみて，資産負債アプローチの収益認
識であるといえるのかどうかということである．
また，どのような点が従前の概念と異なるのかと
いうことである．
本論文の目的は，資産負債アプローチによる収
益認識とはどのようなものであるかを明らかに
し，ここでいう資産負債アプローチは，取得原価
による測定・評価をも内包したものであることを
明らかにすることを通じて，混合測定会計の論理
を追求することにある．
この目的のために，Ⅱでは，IFRS第15号の公
表の背景ないし経緯をみて，資産負債アプローチ
からすれば，従属的な概念である収益の認識にお
いても当該アプローチ指向の会計が展開されてき
ているかどうかについて検討する．Ⅲにおいて
は，収益費用アプローチおよび資産負債アプロー
チという両アプローチの収益認識における主な相
違点をみて，資産負債アプローチには類型がある
ことを確認する．そして，Ⅳにおいて，IFRSが
どのような点において資産負債アプローチである
のかを明らかにすることにより，その含意として
混合測定会計の論理が存在することを明らかにし
たい．
Ⅱ　IFRS第15号公表の経緯
　 １ 　実現・稼得概念の問題と設定主体の当初目
的
IFRS第15号が公表された理由として，本基準
の「はじめに」や「結論の根拠」を要約すると，
以下のように整理できる（IASB［2014］IN4）．
①　収益認識について，IFRSとUS GAAPの基
準が異なっており不整合であるというこ
と．
②　双方の要求事項に改善の余地があったこ
と．
②－a　IFRSに対しては，従前の収益認識の基
準は限定的なガイダンスしか示していな
かったため，複数要素契約などの複雑な会
計処理に対応できなかった．
②－b　US GAAPに対しては，当該会計原則
は，大まかな収益認識の概念と特定の業種
または取引に関する多数の収益要求事項で
構成されており，経済的に類似した取引に
ついて異なる会計処理が行われる結果とな
る場合があったこと．
いわゆる本業といわれる事業に対して，その事
業形態の多様性ないし複雑性から収益認識の基準
を適用するとなるとガイダンス不足や過剰となる
ことが従前において指摘されたのである．この問
題を解決するために，多数に及ぶ収益認識の基準
を単一の基準に集約するのが，本基準の目的とい
うことになる．しかしながら，ここに，収益認識
のプロジェクトは，先に述べたように，上記の問
題点を解決することのみが目的ではなく，特定の
指向性を有しているということを指摘できるので
ある．それは，実現・稼得概念のような従前の収
益認識概念に関する問題意識に起因するものであ
る．
収益は，従前，実現・稼得されたタイミング，
および所有に伴うリスクおよび経済的価値の移転
等に基づくタイミングで，認識することとなって
いた．この点について，企業が，実現・稼得する
とは，どのような場合を指すのかが曖昧であるこ
と，そして，それゆえに経営者の恣意的な利益操
作の余地があることが指摘されたのである．
この収益認識の問題点を実現・稼得概念の否定
により克服し，収益認識の基準がより客観的な判
断基準となるように開発するのが収益認識プロ
ジェクトの本質的な目的といえるのである．具体
的には，収益費用アプローチによる収益認識では
なく，資産負債アプローチによる収益認識基準を
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開発することにあるといえる．それは，概念フ
レームワークにおける資産および負債概念によっ
て収益および費用を定義する概念規定とも整合す
ることにもなる．
IFRS第15号およびUS GAAPは次の方法によ
り，改善されるという（IASB［2014］BC3）．
①　収益認識の問題に対処するための，より堅
牢なフレームワークを提供する．
②　企業，業種，法域および資本市場間での，
収益認識の実務の比較可能性を改善する．
③　企業が参照しなければならないガイダンス
の量を減らすことにより，財務諸表の作成
を単純化する．
④　認識される収益の性質，金額，時期および
不確実性を財務諸表利用者がより適切に理
解するのに役立つ拡充した開示を要求す
る．
このうち , ②および③は，本節最初に述べた本
基準の公表理由と整合的である．本論文では，①
を中心に議論したい．なぜなら，①の達成は，概
念フレームワークの資産・負債の定義と収益の定
義を統一する，より踏み込んで言及すると，収益
の定義を資産負債アプローチに基づくようにする
ということに関係するからである．④は，主に開
示の問題であり，財務諸表利用者にとっては，重
要な関心事であると考えられるが，本論文におい
ては直接の対象とはしていない．
以下では，収益認識プロジェクトの基準設定に
関する変遷をみながら，その目的の達成具合を確
認する．
　 2 　基準設定プロセスにおける変遷
収益認識プロジェクトにおいて，収益モデルの
可能性として，現在出口価値モデル，顧客対価モ
デル，および実現・稼得モデルを想定して，上で
述べたように実現・稼得モデルが否定され，資産
負債アプローチのモデルと考えられる現在出口価
値モデルおよび顧客対価モデルが，検討の対象と
なった．
まず，現在出口価値モデルは，顧客との契約に
より生じる資産と負債の公正価値に基づいて収益
を認識するモデルである．顧客との契約を締結す
ると，顧客に対する履行義務とその履行を条件と
して対価の請求権が生じることになる．このモデ
ルは，履行義務および請求権のそれぞれを公正価
値で測定して，その差額を収益認識の対象とする
ものである．当該差額は，借方差額であるならば，
契約資産，貸方差額であるならば，契約負債とし
て貸借対照表に計上されることになる．
このモデルは，2008年公表のPreliminary Views 
on Revenue Recognition in Contract with 
Customer（『顧客との契約における収益認識の予
備的見解』以下，DPという）において検討対象
とされた．このモデルに従うと，一般に，対価に
対する請求権の測定値が残存履行義務の測定値を
上回る可能性が考えられるため，企業が契約を開
始した時点で，すなわち，履行義務の充足を待た
ずして収益を認識することになってしまう．ま
た，残存履行義務についての現在出口価値は通常
観察可能ではないという問題点がある．これらを
主な根拠としてこのモデルは棄却されたのである
（IASB［2014］ BC25）．
ここでの議論において注意したいのは，収益認
識のプロジェクトにおいて重視しているのが，履
行義務の充足を収益認識の決定要因としている点
である．履行義務を充足すれば，負債の減少によ
り収益を認識することになるので，収益認識の決
定要因となることはいうまでもないことである．
しかし，対価請求権に起因する資産の増加による
収益認識は基本的に認めていないのである．ここ
では，資産の増加ではなく，負債の減少に着目し
ているということである．
次に，顧客対価モデルを検討してみる．このモ
デルは，DPにおいてもその後の公開草案ないし
IFRS第15号に至るまで貫かれたものとなってい
る．これは，顧客との契約から生じた請求権およ
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び履行義務をともに顧客対価により同額で測定す
るものとなっている．そして，先ほど確認したよ
うに，履行義務の充足に伴って，すなわち，負債
の減少として収益を認識するものである．
顧客対価モデルを現在出口価値モデルと比較す
ると，測定値が異なる点が，大きな違いである．
つまり，顧客対価モデルでは，契約開始時点によ
り，契約資産および契約負債は原理的に生じない
ものとなる．この点は現在出口価値モデルと比較
したときに，相対的に実現・稼得過程モデルに類
似したものといえることになる．契約開始時点に
おける会計処理は特に違いがないのである．そし
て，差額概念としての契約資産および契約負債の
意義は，かなり限定的なものとなる．むしろ，当
該意義は存在しないともいい得るかもしれない．
というのも，契約開始時には，請求権および履行
義務が同額で測定されるため，契約資産ないし契
約負債という当該差額概念は認識されないからで
ある．また，その後も，履行義務の充足のみを収
益認識の決定要因とするのであれば，そのこと
は，資産および負債の変動の結果として収益を認
識するという資産負債アプローチの全うな帰結と
いくぶん不整合なものといえるのである．
しかしながら，それでも，契約資産および契約
負債の概念が継承された収益認識の形を維持し，
現在出口価値モデルと同じように資産負債アプ
ローチによる収益認識といえるのである．なぜな
ら，履行義務の充足による負債の減少を収益認識
の条件としているからである．つまり，この顧客
対価モデルも資産負債の増減に起因した収益認識
決定の考え方であるからである．その点，この差
額概念は限定的であるにもかかわらず，資産負債
アプローチによる収益認識の考え方の含意があ
り，そして，この考え方自体は，現在出口価値モ
デルの提案から継承されてきたものであることに
も注意が必要となる．
2010年に公表されたExposure Draft, Revenue 
Recognition from Contracts with Customers
（『顧客との契約から生じる収益の認識』以下，ED
という）においては，この差額概念すらも明示さ
れず，履行義務の充足される場合は顧客が引き渡
された財またはサービスの支配を獲得したときと
された（IFRS第15号BC21）．ここで問題となる
のは，履行義務の充足される場合というのがどの
ような場合であるのかということである．収益認
識のプロジェクトが収益の認識において問題とし
たのが，実現・稼得概念が曖昧であることであっ
た．直感的には，履行義務の充足の時点，すなわ
ち，顧客が支配を獲得した時点がいつなのかとい
う問題もいつ実現・稼得したのかという問題と同
様の曖昧さが存在する可能性がある．
さらに重要なことは，この支配の概念を用いた
モデルは，当該 ED以降において，一時点で充足
される履行義務に加えて，一定の期間にわたり充
足される履行義務に対しても適用することになっ
たことである．一定の期間にわたり履行義務が充
足される場合とはどのような場合であるのかはさ
らに難しい判断が必要であると思われる．した
がって，当初から問題視された収益認識の曖昧さ
に，むしろ拍車がかかる可能性があるのである．
このようにみると，収益認識プロジェクトにお
ける新たな収益認識のモデル開発は，当初の目的
に対する未達成が示唆されるのである．これらの
問題についてはⅢ，Ⅳ，Ⅴの議論を通して改めて
検討したい．ここでは，まず，資産負債アプロー
チによる収益認識について検討する．
以上をみたように，収益認識プロジェクトにお
ける収益認識の基準は，不十分なものとなるかも
しれないが，資産負債アプローチによる収益認識
といえると考えることができるということを主張
したい．なぜなら，ここまでの議論によると，当
該プロジェクトの基準は，負債である履行義務の
充足を決定要因として収益を認識するものとなっ
ているという点においては，当該プロジェクトの
一貫した取り扱いであり，この点において資産負
債アプローチによる収益認識の本質を見いだすこ
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とができると考えるからである．
ここで，問題となるのは，資産負債アプローチ
とは何かということである．収益費用アプローチ
である実現・稼得過程アプローチを否定したもの
であるから，資産負債アプローチであるという論
理は，必ずしも成立しないとも考えられる．当該
アプローチを明らかにしないことには，IFRS第
15号が，資産負債アプローチによる収益認識であ
るか否かは議論できないのである．
Ⅲ　資産負債アプローチにおける収益認識
　 １ 　利益観としての 2 つのアプローチ
後述するが，収益費用アプローチおよび資産負
債アプローチについて，焦点を当てるところによ
りさまざまな解釈が存在する．ここでは，これら
の考えを初めて示した FASBの討議資料を参考
に，両アプローチの最も基本的な相違点を確認し
て，収益の認識の問題に焦点を当ててこの違いを
明らかにする．
まず，収益費用アプローチについて，「ある論者
たちは，利益が，儲けを得てアウトプットを獲得
し販売するためにインプットを活用する企業の効
率性の測定値であるとみなしている．彼らは，な
によりもまず，利益を 1期間の収益と費用との差
額に基づいて定義する．その支持者たちは，収
益・費用の概念は，資産・負債の概念よりも正確
に定義することが可能であり，したがって，当該
各概念に基づき，利益は，より一層明瞭に指し示
すことができると主張する．収益・費用――すな
わち，企業の収益稼得活動からのアウトプットと
当該活動へのインプットの財務的表現――は，こ
のアプローチにおける鍵概念である．収益・費用
は，関連する現金の収入・支出が生じた期間では
なく，アウトプットとインプットが生じた期間に
認識される．ある論者たちは，企業の収益獲得能
力を測定することがその目的であると主張する．」
（FASB［1976］par.38）と説明されている．
この考え方の特徴は，収益および費用の概念を
出発点とした概念規定であり，その概念は，企業
の効率性ないし企業の収益獲得能力の測定を目的
として規定される．そして，その計算要素である
収益は，企業の収益稼得活動からのアウトプット
とされるのである．いい換えると，収益稼得活動
の成果が収益として認識されるということであ
り，何をもって成果が得られるとするのかが，収
益認識を規定していると解釈できる．
他方，資産負債アプローチについて，「ある論者
たちは，利益とは 1期間における営利企業の正味
資源の増分の測定値であるとみなしている．すな
わち，彼らはおもに利益を，資産・負債の増減額
に基づいて定義するのである．正の利益要素――
すなわち収益――は当該期間における資産の増加
および負債の減少に基づいて定義される．そし
て，負の利益要素――すなわち費用――は当該期
間における資産の減少および負債の増加に基づい
て定義される．資産・負債――前者は企業の経済
的資源の財務的表現であり，後者は将来他の実体
（個人を含む）に資源を引き渡す義務の財務的表
現である――はこのアプローチにおける鍵概念で
ある．その支持者たちによれば，資産・負債の属
性およびそれらの変動を測定することが，財務会
計における基本的な測定プロセスとなる．その他
の財務諸表の構成要素――すなわち，所有者持分
または資本，利益，収益，費用，利得，損失――
はすべて，資産・負債の属性の測定値相互間の差
額，あるいは当該各測定値の変動額として測定さ
れる．」（FASB［1976］par. 34）と説明されてい
る．
この考え方の特徴は，資産および負債の概念を
出発点とした概念規定であり，その概念は，正味
資源の増分の測定を目的として規定される．この
ときの正味資源が増えたのはいつなのかというこ
とが，収益認識を規定するのである．
以上のように，収益費用アプローチと資産負債
アプローチにおいて，収益の認識を規定するの
は，前者においては，成果とは何かということで
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あり，後者においては，正味資源の増加とは何か
ということである．注意したいのは，両者は想定
している利益が異なっているということである．
想定している利益が異なるのだから，概念規定は
異なるという立てつけとなっている．
しかし，この概念規定から特定の測定値は，演
繹されてはいない．資産・負債と収益・費用のど
ちらが，鍵概念であるかは，利益概念と密接不可
分であるにもかかわらず，最終的に利益の金額を
決定する測定値は，演繹されないのである．つま
り，利益概念と特定の測定値の間には，何か別の
媒介する概念が存在するものと考えられるのであ
る．それが何かという問題が，本論文の解決すべ
き問題と関係がある．
そして，その問題の解決と平行的に存在する本
論文の目的の 1つは，資産負債アプローチによる
収益認識（特に，IFRS第15号のいう収益認識）を
明らかにすることである．そしてこれを明らかに
するためには利益概念から離れた議論も必要であ
ると考えている．
次項において述べるが，資産負債アプローチに
はいくつかの解釈があると考えられる．資産負債
アプローチには類型があるということを述べた
い．そして，そのことを考えるために，利益とは
何かという問題だけではなく，利益観から離れた
形で望ましい測定基礎とは何かという問題を検討
する必要がある．また，このような問題は，現行
会計制度において取得原価測定と公正価値測定な
いし純利益と包括利益の混合を認めているところ
からも重要な検討対象といえるのである．
以上のような理解から，資産負債アプローチに
よる収益認識を検討するに当たり，資産負債アプ
ローチとは何かということを，資産負債アプロー
チの類型化の議論に基づいて検討することにした
い．
　 2 　資産負債アプローチの類型
前項において，資産負債アプローチは，資産・
負債概念を出発点ないし鍵概念にするものという
考え方を基本として，正味資源の増分の測定を目
的としたものであることを確認した．ただし，正
味資源の増分の測定と測定基礎が切り離されてい
たのである．
藤井［2015］によると，この利益観としての資
産負債アプローチを測定基礎が切り離された定義
問題に限定された資産負債アプローチと呼び，
2004 年における概念フレームワーク改訂プロ
ジェクトにおける資産負債アプローチを測定問題
に拡張したものであると位置づけている 2）．測定
問題にまで拡張したとき，個々の資産の再評価を
行うか否か，換言すると，測定基礎として時価を
とるのか取得原価をとるのかという議論が生じ，
そして，評価差額を期間損益に参入するか否かの
議論が生じるので，3 つの類型が存在すると思わ
れる．
まず第 1に，個々の資産の再評価を行い，評価
差額を期間損益に参入する資産負債アプローチに
ついて検討する．
この類型に基づくと，収益の認識は資産負債の
価値変動が認識されるであれば，それはすなわち
利益が増加するという論理が成り立つものであ
る．したがって個々の資産の再評価は必ず行う必
要があり，評価損益がそのまま期間損益に算入さ
れることになる．
例えば，時価の変動により収益を上げる売買目
的有価証券は，その定義からも明らかなように資
産負債の価値変動が当該資産の再評価ないし期間
損益の算入の根拠となっているのである．この
点，評価差額が実現可能であるというところから
収益に費用アプローチによってその処理の説明も
可能であるが，他の類型との関係において資産負
債アプローチの第 1の類型と位置づける．なぜな
ら，資産・負債概念を鍵概念としていると考える
ことができるからである．対して，企業の効率性
ないし企業の収益獲得能力の測定とは，関係が希
薄であると考えられるからである．
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以上の議論は，利益算定を資産負債の価値変動
と同値であるという論理から導出される資産負債
アプローチの類型である．「利益とは 1 期間にお
ける営利企業の正味資源の増分の測定値である」
とするFASB［1976］における利益観と最も整合
するものである．
第 2に，ここで資産負債の価値変動があったと
しても，それがすなわち利益であるとは，当然に
はいえないという議論が考えられる．例えば，資
産負債の変動があったとしてもその変動が未実現
であるときは，その変動は純利益から排除される
こととなっている．その結果，個々の資産の再評
価を行うが，評価差額は利益には参入しないとい
う論理が成立するのである．
このとき，この論理が成立するか否かというこ
とと付随的に問題が生じることになる．すなわ
ち，解釈変更後の算定する利益とは何かという問
題である．いい換えると，資産負債価値変動では
ない，利益とは何かということである．例えば，
Penman［2011］「価値評価のための会計とは，不
確定な状態にある公正価値利益に影響を受けるも
のではなく，実際に配当し得るものの価値を内包
したものである」3）に示唆されているような確定
されたものが利益となるという考え方が利益解釈
の 1つとなる．
評価差額を認識して，それを期間損益として処
理しない例として，その他有価証券を時価で評価
して，評価差額をその他の包括利益として処理す
る場合が想定できる．評価差額を利益としないの
は，上記利益概念（確定された利益）の裏返しと
なっている．したがって，この第 2の類型は，収
益費用アプローチとの併存の可能性を示唆してい
る．
最後に，第 3の類型についてである．ここまで
の議論は，個々の資産の再評価を行うということ
を前提とした議論である．しかしながら，資産や
負債の認識は決算時点のみが問題とされるわけで
はない．むしろ当初認識から問題とするべきであ
る．資産負債を鍵概念にするという論理は，それ
を決算時点の評価のみに求めることを要求しない
のではないかと考える．そして，当初認識の場面
のみにおいて，資産負債概念に着目した認識を行
い，期末評価は行わないという類型が導出できる
のである．価値の増減のそのものが認識できない
もしくは事実上できないのであれば期末評価は行
わないことになり得る．これが第 3の類型である． 
IFRS第15号の収益認識は，この類型により説明
されるものと考えられる．仮にこの第 3の類型に
より説明が成立し，そして，その実質的な意義が
示せるのであれば，資産負債アプローチの類型化
の議論にも一定の意義が見いだせるものと考える
ことができる．次節においては，このことを論証
する．
Ⅳ　混合測定会計の論理
Ⅳでは，以上を踏まえて，混合測定会計の示唆
を得たい，本論文では，資産負債アプローチは，
定義の問題から測定の問題に拡張してきたことを
みたうえで，測定問題の議論を展開する中で， 3
つの類型をみてきたのである．混合測定会計と
は， 1 つの会計制度の中で，ある対象が，公正価
値で測定される中で，また別の対象が，取得原価
で測定されることをいう．同じ資産負債アプロー
チを採用するとしても，再評価を行うか否かとい
う形で，測定基礎が異なることがある．それを単
なる形式論で終わらせないように議論する必要が
あるのである．
IFRS第15号の問題として，収益認識プロジェ
クトの現在出口価値モデルを採用することを通じ
て，資産負債アプローチによる収益認識を可能と
するという当初の目的が達成できていないという
ことをⅡで確認したが，それ以外にも主に 2つの
問題がある． 1 つ目は，既に指摘したが，当該収
益認識は，概念フレームワークと整合するような
資産負債アプローチによる収益認識といえるのか
どうかという問題である．また， 2 つ目として，
9
BOG47C_B003-B014_01-01_CS6.indd   9 2018/02/05   17:11
収益の認識時点として，「企業は，約束した財また
はサービス（すなわち，資産）を顧客に移転する
ことによって企業が履行義務を充足したときに
（または充足するにつれて），収益を認識しなけれ
ばならない．資産が移転するのは，顧客が当該資
産に対する支配を獲得したとき（または獲得する
につれて）である．」（IASB［2014］par. 31）の
規定にも表れているように，履行義務の充足のタ
イミングは 1時点と一定の期間にわたるもの（括
弧の規定部分）との 2つが包含されており，それ
を統一的に取り扱うことが可能であるのかという
問題である．
以上の 1つ目の問題から，前節における資産負
債アプローチの第 3 の類型を考え，2 つ目の問題
から包括的な収益認識のあり方をみてみたい．こ
の 2つの問題の関連を検討して，そのことを通じ
て混合測定会計の論理を展望したい．
　 １ 　収益の早期認識
収益の認識をいつにするかという問題は，収益
が利益の計算要素であることを考えれば，想定す
る利益概念から考えるのが筋であるといえるが，
今問題としたいのは，資産負債概念を鍵概念とし
て中心に据えて，その結果収益が認識されると考
える資産負債アプローチによる収益認識である．
Ⅲで確認したように，利益概念から離れた議論，
つまり第 3の類型が論理的に成り立つことになる
ため，想定する利益とは何かとは別の観点から考
えることは可能である．以下ではそのあり得る観
点として収益の早期認識の問題を提示したい．実
はこの問題を考えることは，当初，収益認識プロ
ジェクトが現在出口価値モデルを適用しようとし
ていたこととも無縁ではない．
収益認識の新基準の開発経緯を改めて鑑みると， 
概念フレームワークとの整合性がその契機として
存在したのは先に述べたとおりである．概念フ
レームワークは，財務報告の目的に投資意思決定
有用性を掲げ，それに基づき会計情報の質的特性
が規定される関係にある．この規定関係に基づい
て検討することが，収益認識の問題を考える上で
も重要である．
収益の認識を投資家に有用な情報を提供すると
いう観点から考えると，一定の条件の下で，なる
べく早期に行うということが考えられ，そのこと
が公正価値の適用の誘因と考えることができるの
である．ここでは，早期認識の問題について，特
に問題となる長期請負工事契約について実現稼得
概念の問題点を指摘することで検討し，意思決定
有用性と公正価値については Scott［2008］を引
用する形で確認したい．
早期の認識ということを問題としたときに，長
期請負工事契約が問題となる．というのも，従前
の実現稼得モデルにおいては，実現稼得のタイミ
ングは契約開始時点から離れたものとなってしま
い，取引が行われることで，初めて収益の認識が
行われるのである．実現稼得が否定されるケース
としてこのことを挙げることができる．
そのように考えると，早期認識の問題と資産負
債アプローチによる収益認識の問題は関連性を指
摘できるのである．
これへの対処として，伝統的には完成工事の原
価やそれに対する対価の金額を進捗度に応じて配
分するという会計処理を行う進行基準が認められ
てきたのであるが，この対処は，資産負債アプ
ローチの収益認識の開発を導かないことになる．
というのも進行基準は，配分という言葉に表れて
いるように，収益獲得能力を算定するという収益
費用アプローチから導出されるものであり，資産
アプローチからは導出できない．進捗度という概
念は，資産負債の価値とは結びつかないものであ
り，成果の概念と結びつくものであると考える．
関連して議論することができるとしても，資産負
債を鍵概念とした議論にはならないものと考えら
れる．　
したがって，資産負債アプローチによる収益認
識として収益認識の早期の認識は別の考え方を導
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入しなければならない．そして，これを踏まえた
ときに公正価値の測定が対処方法として浮上する
ことになるのである．このことは，以下で引く
Scott［2008］の指摘が示唆している．すなわち
「意思決定有用性についての測定パースペクティ
ブとは，会計専門家が財務諸表本体に信頼性が確
保される範囲で公正価値を取り入れる責任を負
い，投資家が企業価値を予測する手助けをするこ
とに会計専門家がこれまで以上に関わる，財務報
告に対するアプローチである」4）の考え方に表れ
ているのである．現在出口価値モデルが当初検討
対象となったことも早期の収益認識とは無縁では
ないと思われる．したがって，このモデルの棄却
が意味することは，資産負債アプローチによる収
益認識であるかどうかという問題に加え，早期の
収益認識足らしめるかどうかという問題でもある
のである．
　 2 　IFRS第１5号の収益認識
前項の問題を解決するためのあり得る第一の方
法は，繰り返しになるが，契約をなしたときにそ
の対価請求権および履行義務を公正価値で評価す
ることを通じて収益を認識するということである
が，現在出口価値モデルの否定という形で採用さ
れていない．
このことを解決するのが，以下において示す
IFRS第15号の規定における収益認識の5つのス
テップである．
IFRS第 15 号の収益認識は，以下の 5つのス
テップにおいて行われる（IASB［2014］IN7）．
ステップ１：顧客との契約を識別する
↓
ステップ２：契約における履行義務を識別する
↓
ステップ３：取引価格を算定する
↓
ステップ４：取引価格を契約における履行義務に
配分する
↓
ステップ５：企業が履行義務の充足時に（または
充足するにつれて）収益を認識する
この5つのステップには，留意すべき点がある．
それは，IFRS第15号のコア原則として，「企業が
収益の認識を，約束した財またはサービスの顧客
への移転を当該財またはサービスとの交換で権利
を得ると見込んでいる対価を反映する金額で描写
するように行わなければならないとするものであ
る」（IASB［2007］IN7）という規定である．こ
の規定における対価という取引価格に基づく収益
認識は，収益費用アプローチの帰結のように一見
するとみえる．このことも IFRS第15号が資産負
債アプローチによる収益足り得るのかに疑念を与
える．
しかしながら，ステップ 1およびステップ 2で
挙げられるように，まず契約時点で履行義務を識
別し，履行義務を識別し分割するというプロセス
に留意したい．このプロセスは履行義務の識別か
らスタートしている点で，資産負債アプローチが
採用されているのであり，さらに踏み込んだいい
方をすれば，資産負債アプローチからのみ導出さ
れるものである．そして，次項の検討を通すこと
で，このような収益費用アプローチを否定して資
産負債アプローチであるという主張を裏づけたい．
　 ３ 　履行義務の識別・分割と収益認識における
混合測定
前項までで IFRS第15号は資産負債アプローチ
による収益認識であることを確認してきたところ
である．本項では，最後にここにいう資産負債ア
プローチにはどのような意義があるのかを明らか
にする．そのことは，混合測定への示唆を与える
だろう．
1 項において主たる問題とした収益の早期認識
を，IFRS第15号の基準で考えると，履行義務の
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識別・分割という手続きによって解決できるとい
うことを主張したい．まず，区別して識別可能な
履行義務について，次のような規定がある．複数
の顧客との約束が含まれる契約について，企業
は，当該契約に含まれる財またはサービスが別個
のものかどうかを評価することが必要である．以
下の 2つの要件の両方に該当する場合には，別個
のものであるとして会計処理することとなる
（IASB［2014］第27項）．
（ア）　財またはサービスが別個のものとなり得
る場合
　顧客がその財またはサービスからの便益
を，それ単独でまたは顧客にとって容易に
利用可能な他の資源と組み合わせて得るこ
とができる．
（イ）　財またはサービスが契約の観点において
別個のものである場合
　財またはサービスを顧客に移転するとい
う企業の約束が，契約の中の他の約束と区
分して識別可能である．
IFRS第15号は「顧客との契約から生じる収益」
であり，顧客という視点が加えられている．この
ことが履行義務の識別や区分を可能足らしめてい
ると考えることができる．拙稿において，履行義
務の識別に関する重要性をその識別の難しさとい
う観点を踏まえた上で次のように指摘した．すな
わち，「履行義務の充足がいつの時点であるか議
論が分かれるときに貨幣性資産の取得もその指標
となるとされる．貨幣性資産の取得と履行義務の
充足を関らしめると，結局のところ，履行義務の
充足と実現稼得の考え方は，外形的な表現の違い
に過ぎず，本質的に変わらないと主張されること
となる．しかしながら，貨幣性資産の取得は実現
稼得過程によって決定的に重要であるのに対し
て，履行義務の充足の議論においては指標に過ぎ
ないのである．そのような捉え方の違いは，大局
的に見れば大きな違いとなる」5）のである6）が，履
行義務の識別は，顧客による財・サービスの支配
という反対概念によって担保できると考えられ，
貨幣性資産の取得ではなく履行義務の識別である
という指向性が改めて確認できるのである．
そして，長期の請負工事にもさまざまな義務が
あるということを認識するという点が指向され，
それが適切に分割されていれば，工事が完成さ
れ，引き渡される以前に収益認識が行われる可能
性がでてくる．早期認識が可能なのである．この
ことにより資産負債アプローチに基づいて，した
がって概念フレームワークと整合性を保ったうえ
で，収益の早期認識を可能足らしめるのである．
しかしこのことは整合性を担保したことだけで
はなく，それ以上の意義があると考える．それは，
複数要素契約の会計処理に適切な基準を提供した
ことを中心として，適用対象に限定はあるもの
の，事業活動に関する包括的な議論ができている
ということである．その言葉自体に現れている
が，契約には複数の要素があるものが考えられ，
それを忠実に表現することが可能となったのであ
る．そのことは，資産負債から概念規定をすると
いうところからのみ生じるものと考えられるので
ある．
要するに，複数要素契約という実態を認識する
ためには，資産負債概念から検討しなければなら
ないというところに意義が見出せるのである．そ
こに資産負債アプローチの意義が出てくるのであ
る．このことは，概念フレームワークにおいて，
会計情報の質的特性として忠実な表現が標榜され
たこととも整合的である．すなわち，概念フレー
ムワークは，「財務報告書は，経済現象を言語と数
字で表現するものである．有用であるためには，
財務情報は，目的適合性のある現象を表現するだ
けではなく，表現しようとしている現象を忠実に
表現しなければならない」（FASB/IASB, 2010 
QC12）とされており，意思決定有用性という目
的にとって，それを可能にする会計情報の質的特
性として，目的適合性とともに忠実な表現を示し
たが，この忠実な表現を達成するものとして資産
12
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髙坂：資産負債アプローチによる収益認識の検討
負債アプローチの意義を見出すのである7）．
以上，複数要素契約に対する忠実な表現を可能
足らしめるということに資産負債アプローチの意
義を見出したのだが，Ⅲでの議論を改めて整理し
たい．すなわち，利益以外の資産負債アプローチ
と会計測定を媒介するものは何かということであ
る．
改めて考えると，複数要素契約に対する会計処
理が利益の概念それ自体を変革するとは当然には
いい難い．したがって，利益概念とは離れた形で
資産負債アプローチの類型を想定する必要がある
いえる．それが，第 3の類型の資産負債アプロー
チである．IFRS第15号は，取引価格に基づいて
収益を認識するものであり，すなわち，決算認識
において公正価値で評価替えを行わず，取得原価
評価ということになっているのである．
これまでの議論から明らかなように，資産負債
アプローチには類型が 3つあり，そのどの類型も
否定されない制度となっている．そこには，利益
の概念として，一方で一部の資産に対して資産負
債の価値変動の測定を担わせて，他方で一部の資
産に対して資産負債の価値変動以外（例えば，確
定された利益）の測定を担わせているということ
が含意される．そのことが制度において，公正価
値および取得原価という測定の混合をもたらして
いるのである．
Ⅴ　お わ り に
本稿では，IFRS第15号が資産負債アプローチ
による収益認識を開発してきたということを材料
として，資産負債アプローチによる収益認識の問
題を分析して検討した．ここで問題となるのは大
きく分けると 2つである．
第１に，資産負債アプローチによる収益認識と
して IFRS第15号を捉えることができるのかとい
うことである．IASBは概念フレームワークとの
整合性を意図していたため，資産負債アプローチ
による収益認識を開発したはずであるが，現在出
口価値モデルが否決されたことや取得原価評価が
維持された点をみると，ここに問題があると思わ
れるのである．しかし，履行義務の識別からはじ
まる収益認識は，資産負債アプローチによる収益
認識といえるのである．
第 2に，そうであるとして，そのように捉える
ことの意義がどこにあるのかということである．
これは複数要素契約を忠実に表現するためには不
可欠である点からいえるであろう．
この議論の過程で，資産負債アプローチには，
いくつかの類型があるという論理を確認した．制
度会計においても 3つの類型のどれもが適用され
ている，または適用されていくと考えることがで
きる．同じ資産負債アプローチであるにもかかわ
らず，それが 3つに分かれる根拠は，利益概念と
当該アプローチを切り離すことから生じる．
この利益概念と切り離された資産負債アプロー
チを採用するということは，従前の利益概念を維
持したうえで，新しい会計処理や忠実な表現に対
応しようとすることを示唆するものといえる．た
だし，たとえ純利益が維持されたとしても，その
意味には解釈の変更があるとも考えられる．
資産負債アプローチを採用して，一方で公正価
値測定がなされ，他方で取得原価測定がおこなわ
れるのは，利益概念が何かという問題と特定の測
定基礎として何が望ましいのかという問題はとも
に考える必要を示唆している．本論文で明らかに
したのは，資産負債アプローチの議論と混合測定
会計の議論は関連を確かにもっているということ
である．
注
1 ）収益認識の基準としては，公開草案を 2回出してお
り，また，基準として成立してまだ適用前の段階で
ある2015年7月に，IFRS第15号「顧客との契約か
ら生じる収益」の修正を公表しており，発効も一年
延期された（当初は，2017 年 1 月 1 日が発効日で
あった）．このような紆余曲折をみると，その重要度
を示唆するものといえる．
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2 ）藤井［2015］188－194頁．
3 ）Penman［2011］p. 178．
4 ）Scott［2008］p. 202．
5 ）髙坂［2013］84頁．
6 ）この点については，辻山［2008］では「従来モデル
である実現＋稼得過程アプローチにおける収益を履
行義務と呼び換え，稼得過程を履行義務の消滅過程
と呼び換えたに過ぎない」（辻山［2008］50頁）とい
う指摘や，これを引用し，「顧客対価の配分によって
履行義務を測定する当初取引価格（筆者注：顧客対
価モデルと同一のものと考えられる）アプローチと
実現稼得過程アプローチの間に実質的な差異は生じ
ない．あるいは同一のモデルをフロー面から見れば
実現稼得過程アプローチになり，これをストック面
から見れば資産負債アプローチになるともいえる」
（松本［2015］280 頁）という指摘にも表れている．
ただし，松本［2015］は，契約資産・負債によって
収益を認識する構造自体を評価しており，「当初取引
価格アプローチを導入した意味は小さくない」（松
本［2015］280頁）としている．
7 ）この点，藤井［2015］は，経済事象の忠実な表現の
議論と測定問題に拡張した資産負債アプローチを関
連付けて議論している（藤井［2015］190－194頁）．
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